〈消費税廃止各界連絡会〉２０１３年８月・（案）＊アレンジしてください。

●みなさんこんにちは。私たちは消費税増税に反対する各界連絡会です。
●みなさん、「アベノミクス」で何かいいことがありましたか？「景気が上向き」になっているのは、大企業や株の値上がりで恩恵を受けている一握りの高額所得者だけ。私たち庶民にはまったく恩恵がありません。それなのに安倍首相は４月～６月の経済指標を参考に、９月末にも増税実施を決めると言っています。そもそもたった３か月の指標で増税を決めること自体、無責任で現状を見ていません。

●私たち国民の願いは増税ではなく景気回復です。参院選挙後の世論調査でも、「７割以上が４月の増税に反対」（共同通信社７月世論調査）といった結果が出ています。東日本大震災の被災地からは「これから、本格的な再建に取り組む時に、増税は冷酷な仕打ちだ」と悲鳴が上がっています。首相のブレーンで内閣官房参与の浜田宏一さん（米エール大学名誉教授）や、本田悦郎さん（静岡県立大学教授）も「増税は先送りにした方がいい」と慎重な立場をとっています。

●どうしてこんな社会になってしまったのでしょうか。そもそもデフレの原因は、企業が内部留保や株主配当に偏重し、人件費を圧縮し、消費にお金が回らなくなったことです。企業の経常利益は、97年に比べて１６３％に増えています。その一方、労働者への報酬は88％まで落ち込んでいます。金融緩和や公共事業で大企業を優遇しても、内部留保が増えるばかり。肝心な国民のふところが暖まらなければ、根本的に解決はしません。消費税増税に賛成という有識者も、「デフレの最大の原因は国民の所得低下だ」として、内部留保を活用すべきと声を上げています。
●消費税が10％になれば、史上最大の負担増13．５兆円が家計に襲いかかります。97年の5％増税時には、社会保険料などと合わせ国民負担増は８．６兆円にのぼり、経済成長はマイナスになり、税収も大幅に落ち込みました。いま、名目ＧＤＰは97年に比べて９％も縮小しており、前回以上の経済悪化を招くのは確実です。増税しても税収が減少するのは目に見えており、財政再建どころか、ますます悪化するのは明白です。

●みなさん、わたしたちの暮らしにのしかかってくるのは、消費税増税だけではありません。社会保障の大規模な削減が狙われています。「社会保障制度改革国民会議」が８月６日、とんでもない報告書を政府に提出しました。「すべての世代を対象とした社会保障制度」「負担の先送り解消」として世代間格差をことさら煽り、憲法25条にもとづく社会保障の原則を、「自助・共助・公助」という応益主義＝国民負担増にすり替え、国民の運動で築き上げてきた社会保障制度を解体しようというのです。「持続可能な社会保障を構築する」という口実で、社会保障財源を消費税だけで賄うという方針なのです。高齢化社会になれば社会保障費が増えるのは当然です。社会保障のためにといって、際限のない消費税率引き上げを国民に迫る仕組みをつくろうというのを許すわけにはいきません。
●国民に消費税引き上げを押し付ける一方で、財界は、法人税をさらに減税せよと言い出しています。とんでもありません。正規雇用を減らしてパートや契約社員などの非正規雇用に置き換えて（人件費ではなく経費として算入できる）大儲けしている大企業、株価の値上がりで笑いが止まらない富裕層に応分の負担を求めれば、消費税を上げなくても財源は十分あります。賃上げで家計を直接温め、雇用を支える中小企業を支援して、地域経済を活性化すれば景気は回復します。最大の景気対策は増税を中止することです。

●みなさん、「今、増税するなどとんでもない」とみんなが思っています。この声を署名とともに届け、何としても中止させましょう。国会請願署名へのご協力お願いします。





















